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公共選択研究の今昔 

公共経済学の主流＝規範的分析　たとえば最適課税理論

政府は社会厚生を最大にするように行動するか？

バージニア学派（ブキャナン，タロック）：公共選択理論

政府は失敗する（リバイアサン政府観）

シカゴ学派（スティグラー，ベッカー，ペルツマン）

政府は効率的である（政治的コースの定理）

新政治経済学

ゲーム理論による精緻な分析

実証分析による理論と現実のフィードバック



政府の失敗とは？

市場の失敗

「実行可能な資源配分の集合の中にパレート改善となるものが存在するにもかかわらず，市場機構
はそれを実現できない」（厚生経済学の第1基本定理が成り立たない）

政府の失敗I

政府がパレート効率的な資源配分を実現できないこと？

政府は全知全能の神ではない．政府の直面する技術や情報上の制約を考慮する必要がある．

「利用可能な政策の集合の中にパレート改善を実現しうる政策が存在するにもかかわらず，政府が
それを選択しない」（Besley and Coate(1998)）

政府の失敗II

民主主義ではモノを決めることができない（Arrowの一般不可能性定理）

投票のパラドクス

投票のカオス



K人の個人，Kは奇数

個人iの効用関数（G：純粋公共財，   ：個人iの税負担）

パレート効率的資源配分

1階条件（サミュエルソンの条件）

投票均衡

費用の均等分担を仮定する

個人iにとって最適な供給量

投票モデル

選好表明や財政収支の不一致といった欠陥を持っている．たとえサミュエルソンの条件を満たす公共財供給

量を実現できるメカニズムが見つかったとしても，実施段階で多数の参加者にルールを説明し理解させる

ための手間や費用がかさめば実行できないであろう．そうすると，民主的な政府が純粋公共財をパレート効

率的に供給するのは技術的に不可能になる．政府の失敗を定義するにはこの点を考慮しなければならない．

Besley and Coate (1998)は「利用可能な政策の集合の中にパレート改善を実現しうる政策が存在するにも

かかわらず政府がそれを選択しないとき，政府の失敗が発生する」としている．

1.3.2 投票モデル

簡単な投票モデルを用いて政府の失敗について考察してみよう．このモデルは直接民主主義の政府を表

していると考えてもよいし，間接民主主義における議会政治を描いていると見なしてもかまわない．

K 人（K は奇数）の個人からなる社会を想定する．個人 i = 1, 2, · · · , K は，公共財供給量G ≥ 0お

よび私的財の単位ではかった税負担 Ti の組み合わせに対して定義された効用関数，Ui = Bi(G) − Ti を

持っている．便益Bi(G)はB′
i > 0，B′′

i < 0を満たし，公共財１単位は私的財１単位を犠牲にすれば生

産できる．このとき，U iを個人 iに補償する効用水準とすれば，パレート効率的な公共財供給量G0は次

の最大化問題を解くことで求まる．

max
G,T1,T2,··· ,TK≥0

B1(G) − T1, s.t. G =
K∑

i=1

Ti, Bi(G) − Ti ≥ U i, for i = 2, 3, · · · , K.

１階の条件を整理すれば，G0 はサミュエルソンの条件，
K∑

j=1

B′
j(G0) = 1 (1.1)

を満たすように決まってくる．左辺は私的限界便益の総和，右辺は公共財生産の限界費用を表している．

投票均衡

政治的な公共財供給量の決定へ進もう．公共財の生産費は個人間で均等に分担されるとする．均等分担

ルールの下では個人 iの効用関数は，

Ui = Vi(G) := Bi(G) − G/K

と書き直せる．B′′
i (G) < 0より，Vi(G)のグラフは公共財供給量について図１のような単峰型になって

いることがわかる．その頂点で示される個人 iにとって最も望ましい公共財供給量Giは，端点解のケース

を除外すると，

B′
i(Gi) = 1/K (1.2)
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を満たすように決定される．以下では個人のインデックスは
Giの小さい順にG1 ≤ G2 ≤ · · · ≤ GKと順序づけられてい
るものとする．
一般に，選択肢の集合が与えられたとき，多数決投票によっ
て他のすべての選択肢に勝つことのできる（もしくは，負ける
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して，リンダール機構やクラーク・グローブス機構などの選好
表明メカニズムが用意されているが，虚偽の選好表明や財政
収支の不一致といった欠陥を持っている．たとえサミュエルソ
ンの条件を満たす公共財供給量を実現できるメカニズムが見つ
かったとしても，実施段階で多数の参加者にルールを説明し理
解させるための手間や費用がかさめば実行できないであろう．
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コンドルセ勝者

単峰型選好

コンドルセ勝者

多数決投票で，他のいかなる選択肢にも負けることのない選択肢

　　　

Vi(G)

G
O
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Vi(Gi)

図 1.1: 単峰型選好

ことのない）選択肢をコンドルセ勝者 (Condorcet Winner）と
いう3)．
コンドルセ勝者を選び出す，次のような投票のプロセスを考
えよう．投票の対象となる選択肢の集合は，パレート効率的な
公共財供給量とK個の各個人にとって最適な公共財供給量を
包含した集合A = {G0, G1, · · · , GK} とする．公共財供給
量は次のようにして決められる．

1© Aから２つの選択肢を取り出して多数決投票を行う
2© 勝ち残った選択肢と，新たにAから取り出した選択肢の２
つで多数決投票を行う

3© 2©を繰り返し，他のすべての選択肢に勝つことのできた選
択肢を公共財供給量とする

3)コンドルセ（Marquis de Condorcet)はフランスの哲学者，数学者で，フランス革命に
おいて指導的役割を果たした人物である．投票のパラドクスは，コンドルセのパラドクス
とも呼ばれる．政治学では，多数決による意思決定の望ましさを指摘したコンドルセ陪審
定理 (Condorcet Jury Theorem)にも名を残している．
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3)コンドルセ（Marquis de Condorcet)はフランスの哲学者，数学者で，フランス革命に
おいて指導的役割を果たした人物である．投票のパラドクスは，コンドルセのパラドクス
とも呼ばれる．政治学では，多数決による意思決定の望ましさを指摘したコンドルセ陪審
定理 (Condorcet Jury Theorem)にも名を残している．
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中位投票者定理(Black(1948))

中位投票者定理

単一争点（選択肢の集合を1次元の実数空間の部分集合に対応付けることができる）で，すべての
投票者の選好が単峰型であれば，コンドルセ勝者は中位投票者にとって最適な選択肢に一致する．

中位投票者：

投票均衡は非効率か？(Wittman(1989, 95))

均衡での公共財供給量＝中位投票者にとって最適な供給量

一般には，サミュエルソン条件を満たす供給量と一致しない（　　　　　　　　　　　　　　なら
ば，一致する）

投票均衡では均等分担ルールが前提されている

この前提のもとでは，集合Aに属す公共財供給量はすべて，「制約された」パレート効率性を
満たしている（均等分担ルールを所与とすれば，パレート改善は不可能）．

政府の失敗は発生していない．

このプロセスで決まる公共財供給量は個人m := (K +1)/2

にとって最適な選択肢Gmになる．証明は図１の単峰型選好か
ら明らかである．２つの選択肢GmとGpが多数決投票にかけ
られたとき，Gp < Gmならば，すべての個人 i ≥ mについ
てVi(Gp) < Vi(Gm)が成立する．逆にGm < Gpならば，す
べての個人 i ≤ mについてVi(Gm) > Vi(Gp)が成立する．
したがって，いずれの場合でもGmが過半数の票を得て勝利
する．
この結果は，Black(1948)によって明らかにされた「中位投票
者定理」の簡単な応用になっている．中位投票者とは，選択
肢の集合を１次元実数空間の部分集合に限定し，その中で各
投票者にとっての最適な選択肢を小さい順に並べたとき，ちょ
うど真ん中の順位になる投票者をいう．このモデルでは，個人
m := (K + 1)/2が中位投票者である．選択肢の集合上に定
義された各投票者の選好が単峰型であれば，コンドルセ勝者は
中位投票者にとって最適な選択肢に一致する．
さて，G0はAに含まれているから，投票者たちにはパレー
ト効率的な供給量を選択する機会は与えられていた．しかし，
この少々煩雑な政策決定プロセスはパレート効率的な成果を
保証しない．Gmは，(1.2)より，B′

m(Gm) = 1/Kとなるよ
うに決まっている．(1.1)と比べれば，個人mが享受する便益
がたまたま社会全体の便益の平均に一致している，すなわち，
Bm(G) =

∑K
i=1 Bi(G)/Kというような強い条件を課さない

限り，Gm = G0とはならない．
このとき政府の失敗が発生したと考えてよいだろうか．注意
すべきは，上記の政策決定プロセスでは税負担に関して均等
分担を外生的に仮定している一方，パレート効率的な供給量
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投票のパラドクス

合理的な選択＝完備性と推移性を満たす選好順序が必要不可欠

これが満たされないと，モノを決めることができない．決められたとしても，それが最適な選択肢
である保証はない．

政府は合理的な選択ができるか？（投票のパラドクス）

投票結果の操作可能性（投票のカオス）

複数争点のケース

至福点の異なる3人の投票者

コンドルセ勝者の不存在

3回の投票で議案提出者の至福点が実現

全員の効用を引き下げ続ける投票結果の流列が実現可能

投票のパラドクス

投票者は3人，選択肢の集合はA = {G1, G2, G3}のケース
を考察しよう（G1 < G2 < G3）．今，各個人は，3つの選択
肢について次のような選好順序を持っている．

個人 1：V1(G1) > V1(G2) > V1(G3)

個人 2：V2(G2) > V2(G3) > V2(G1)

個人 3：V3(G3) > V3(G1) > V3(G2)

個人3の効用関数についてはB′′
3 < 0が成立せず，単峰性が満

たされていない．
このとき多数決投票では，G1はG2には勝つがG3には負け
る．しかしG3はG2に負ける．この場合，多数決ルールで形
成された集団の選好順序は推移性を満たさないから，コンドル
セ勝者は存在しない．

投票のカオス

選択肢の集合が2次元以上の実数空間に属す場合にはさらに
やっかいな問題が生じる．これはたとえば，1つの選択肢が 2

種類の公共財の供給量の組み合わせで表されるような，複数
争点のケースである．多数決投票に上記のような循環が起き
るというだけではなく，投票の繰り返しによって任意の選択肢
を選び出すことも可能になってしまい，議案提出者が投票結果
を操作できてしまう．これは投票理論ではカオス定理（chaos

theorem）として知られている [McKelvy(1976)]．

図2は，議員が3人，選択肢の集合Aが2次元の実数空間で表
される議会政治での投票を例示している．Piは議員iにとって
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図 1.2: 2次元の選択肢集合のケース

最適な選択肢（至福点）で，それぞれの効用関数の描く無差別
曲線は図中の曲線Iiのように，Piを中心とした同心円になっ
ている．至福点から離れるほど効用水準は低下する．P1，P2，
P3をそれぞれ結んで描かれた線分上で各議員の無差別曲線は
接するので，（制約された）パレート効率性を満たす選択肢は
三角形P1P2P3の内部および周囲の点である．
投票は前述した公共財供給量の決定モデルと同じように2つ
ずつの選択肢を順番に投票していくことにする．ただし，各議
員は投票にかけられた2つの選択肢のうち，より高い効用水準
を与えてくれる選択肢に正直に投票するとしよう．これは誠実
投票（sincere voting）と呼ばれる仮定である5)．
今，議員1が議案提出の権限を握っており，現時点ではパレー
ト効率的な選択肢Qが選ばれているとする．議員1はまず選択
肢Rを対案として提出しQと戦わせる．結果として，議員 2

と3の賛成によりRが勝ち残る．次に議員1はSを対案として
5)実は，この例のように複数回投票が繰り返される場合，将来の投票結果を左右する目
的で，他人の投票行動を予想しながら，現時点では自らの選好とは矛盾した投票をした方
が最終的には得をするケースがある．このような投票行動を戦略的投票（strategic voting）
と呼ぶ．
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バージニア学派

合理的無知(rational ignorance，Downs(1957))

個々の有権者の1票が投票結果を左右する確率はほとんどゼロ．

費用をかけて候補者の情報や政権公約の内容を理解するよう努めても無駄．　

政治家が非効率な政策を実施しても，選挙による抑制が働かない．

政治家の行動を制約するルールを確立すべき（立憲財政主義）

ケインズ財政の破綻，増税と財政赤字の錯覚，均衡予算主義（Buchanan&Wagner）

リバイアサン政府観，資源配分を歪める税が望ましい（Brennan&Buchanan)

偽装された所得移転，非効率な所得移転の方法が採用される（Tullock）



シカゴ学派

政治の世界にも，市場と同じ競争原理が働く

パレート改善の余地があるなら，そのような政策を公約に政権をとろうとする政治家が出てくる

政治家やマスコミが積極的に情報提供するから，合理的無知は必ずしも成り立たない

政党が政権維持のために，個々の政治家の行動を規律付ける動機を持っている

政治的コースの定理 (Acemogul(2003))

コースの定理：所有権の配分を明確にしておけば，当事者間の自発的な交渉によって，外部性によ
る市場の失敗を解決できる（取引費用がかからないことが前提）

政治的コースの定理：政治的な意思決定に関する権限の所在と範囲を法律で明確にしておけば，政
治的アクター間での自由な取引（票や資金提供を見返りとした政策形成）を通じて，パレート改善
の余地のない資源配分が実現する

完備契約と不完備契約：政治的取引費用が政府の失敗を生む

情報の非対称性やコミットメントの欠如により，完備契約を書くことは難しい

政権公約など，政治の世界の契約ほど不完備なものはない（政治的取引費用の発生）


